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A Study on Sovereign Education in Special Activities:  
for Sovereign Education Peculiar to Special Activities 
 




2016 年（平成 28 年）6 月、選挙権年齢が 18 歳以上へと引き下げられた。国
政選挙では、同年 7 月に実施の参議院議員選挙から 18 歳選挙制が実施され、





「主権者教育（政治的教養の教育）実施状況調査」2 によれば、平成 27 年度
（2015 年度）高等学校第 3 学年以上の生徒に対する主権者教育は、特別活動












平成 28 年度（2016 年度）の実施（予定）状況からみると、1 時間が 19.7％、























































































































































































































































表 1 特別活動の時間で行うプラン（特別活動・全学年対象） 
月 時間 活動領域 指導内容 
6 1 HR 活動 文化祭の出し物を決定する際に、各出し物の
メリット、デメリットをグループで話し合う。 
9 1 HR 活動 「日本」「県・市・区」「本校」の課題をグルー
プで話し合い、選挙で候補者を選ぶ基準につ
いて自分の考えをまとめる。 























る。HR 活動には年間 35 時間が割り当てられるが、実際は進路指導などに関す
る時間もあるため、新たな教育活動に裂く時間があまりない。しかし、それを
うまく活用している。 







































































































































1 2016 年 7 月の参議院選挙の際の投票率は、全体平均が 54.7%なのに対し、18 歳
から 19 歳までの投票率が 46.78%であった。一方で、20 歳から 24 歳までの投票
率は 33.21％であり、投票率自体は、20 代の投票率を大きく上回っていることが
わかる。（総務省『目で見る投票率』2018 年参照）。 
 しかし、18 歳投票率と 19 歳の投票率の差も指摘されている。2016 年参議院選（全
国区）は、18 歳が 51.28％、19 歳 42.30％、合わせて 46.78％の投票率であった。
2017 年衆議院選挙では、18 歳は 50.47％、19 歳は 32.34%（2017 年 10 月速報値）
の投票率となっている。（「総務省、抽出調査で小選挙区、速報値発表」毎日新聞、2017
年 10 月 24 日、https://mainichi.jp/senkyo/articles/20171025/k00/00m/010/033000c
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